
1 頁

そ

の集約に努めた。素案

の

公表後の市民意見の集

他

約に時間がかかり、案

　

の作成及び手続が遅れ

】

た。

Ｂ：おおむね成果

【

があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

高度地区の変更事業

ま

類

ちづくり政策部　まち

ハ

づくり政策課

01－0 ー80401－9700 ド00 ○ ●

03 基本目標

ソ

３　　人と自然が調和

フ

した、やすらぎのある

ト

まち
総合計画の

02 ②

根

〈住みごこち〉　人に

拠

やさしい居住空間をつ

法

くる
位置付け

01 1 

令

地域の特性や景観を活

等

かしたまちづくりを進

対

める

都市計画法第８条

象

第１項第３号

市民 平成・ １９年度 ～ 

□ □ □

受

□

建築物の高さが制限

益

されることにより、地

者

域の特性を活かした 市

事

街化区域の良好な居住

業

環境や秩序ある市街地

期

環境の維持・保
良好な

間

市街地環境が保全され

委

ています。 全を図るた

託

め、建築物の高さの制

、

限である高度地区の変

協

更を行
います。

パブリ

働

ックコメント実施回数

【

回

－

1 － －

1

高度地区

委

の変更による市民等へ

託

の周知手段数 件

ホーム

：

ページ・広報紙・パン

3

フレットによる周知

3

セ

3 2

3

高度地区の変更

ク

手続き進捗率 ％

－

10

・

0 100 －

70

①：予

財

定どおり

変更素案の公

団

表について、ホームペ

企

ージ・広報紙・パンフ

業

レットによる周知を図

Ｎ

り、地域説明会の開催

Ｐ

及びパブリックコメン

Ｏ

ト
を実施し、市民意見



2 頁

位

0 0.00

0 0 13,

施

426 13,426 1

策

3,426 0 0

0 0 1

へ

3,426 13,42

の

6 13,426 0 0

●

貢

○ ○ ○ ○ ○ ○

高度地区

献

の変更告示に伴い、市

高

民や事業者等への周知

市

徹底を推進する。

高度

民

地区の変更告示に伴い

満

、市民や事業者等への

足

広報活動や適正な制度

度

の運用を図る。

良好な

を

居住環境の確保ととも

高

に、商業環境や工業環

め

境の
維持増進を図るた

る

めの高度地区の活用は

方

、都市全体の活
力向上

策

と景観形成等にとって

業

効果的な手法であると

有

考え
ます。

効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 市民ニーズに基づき

出

、都市計画の変更手続

総

を市が主体と
●□ なっ

合

て進めていく事業であ

評

る。

■ ○
□
■ 都市マス

価

タープラン等の土地利

市

用の方針の実現に向け

民

て
●□ 長期的な視点で

ニ

進めていく事業である

ー

。

■ ○
□
■ 市民との協

ズ

働の視点から市民意見

高

を聴く場を設けるとと

事

●
□ もに、都市計画法

業

の規定に基づく法定手

目

続を進めていく
○

□ 事

的

業である。
○

□
□ 都市

の

計画の決定図書の作成

達

に当たっては、デジタ

成

ル化の
○

□ 導入などの

状

効率化を図る必要があ

況

る。
●

□
○

■

平成20

必

年度の都市計画の変更

要

手続に向けて、計画的

性

に法定手続きを進めて

市

いく必要がある。

市街

の

化区域の高度高度地区

関

の運用 高度地区の運用

与

地区の変更

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

必

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

要

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

性

0 0 0 0 0 0 0

0.0

低

0 0.00 0.00

0

事

.00 0.00 1.6

そ

0 1.60 1.60 0

の

.00 0.00

0.0

他

0 0.00 0.00 0

上

.00 0.00 0.0




